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お客様に信頼され、ご満足いただける商品・サービスを提供し続けるために、サントリーグループは、お客様とのコミュニケーションを

大切にし、お客様の声を広く企業活動に反映するとともに、サントリー品質方針「All for the Quality」のもと、商品・サービスの企画・

開発から水や農産物、包材などの原材料調達、製造、物流、販売・サービスに至るすべてのプロセスで品質の維持・向上に取り組んで

います。また、グローバルな総合酒類食品企業として、アルコール関連問題にも積極的に取り組んでいます。　

お客様志向自主宣言

適切でわかりやすい
情報開示

グループ品質マネジメン
トの推進

お客様コミュニケーション

すべてのプロセスにおける
お客様視点の品質保証

お客様志向を実現する
ための人づくり

サステナブル調達

「人と自然と響きあう」という企業理念の

もと、最高の品質を目指した商品やサー

ビスをお届けし世界の人々の豊かな生活

文化の発展、持続可能な地球環境の実

現に貢献していきます。

お客様に安心・信頼していただくために、

品質保証に関する情報や活動を適切・正

確に、わかりやすくお伝えしていきます。

海外を含めたサントリーグループ全体で、

品質保証の徹底に向けたしくみを構築し、

推進しています。

お客様のお問い合わせやご指摘に対しに

真摯に耳を傾け、「迅速・的確・丁寧」に

応対します。

また、いただいた声をよりよい商品・サー

ビスの開発・改善につなげるなど、企業

活動に反映させています。

「サントリー品質方針」のもと、商品企画・

開発、原材料調達、製造、流通、販売・サー

ビスに至るすべてのプロセスで、全従業

員が品質保証活動を徹底しています。

お客様志向経営推進のために、従業員の

お客様志向を醸成するための啓発活動を

行っています。

サステナブルな社会の実現に貢献するた

め、ビジネスパートナーとともにサステナ

ブル調達を推進しています。

公正・公平な取引
安全に配慮した物流の
推進

ビジネスパートナーとは、公正な評価・

選定や公平な競争機会を基盤にしていま

す。

物流協力会社と連携して、安全で環境に

配慮した物流を推進しています。

サステナビリティの取り組み

お客様・お取引先と響きあう 商品・サービス

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

コーポレート
・ガバナンス

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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アルコール関連問題への
取り組み

健康で豊かな生活への
取り組み

酒類を製造・販売する企業の責任として、

アルコール関連問題に積極的に取り組ん

でいます。

お客様の健康で豊かな生活に貢献するた

め、さまざまな商品・サービスを提供し

ています。
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

お客様志向自主宣言

■理念

■取組方針

「人と自然と響きあう」という企業理念のもと、最高の品質を目指した商品やサービスをお届けし世界の人々の豊かな生活文化の発展、

持続可能な地球環境の実現に貢献していきます。

この企業理念の実践を通じて、よき企業市民としてお客様に支持される「Growing for Good」な企業を目指していきます。

① お客様の心に響く商品・サービスをお届けします

お客様満足を第一に考え、お客様との双方向コミュニケーションを大切にします。お客様からいただくご意見、ご要望に真摯にお応えし、

よりよい商品・サービスの開発・改善につながるよう、取り組みを強化していきます。

② お客様の立場に立って、安全・安心を徹底します

サントリー品質方針「All for the Quality」のもと、商品・サービスの企画・開発から水や農産物、包材などの原材料調達、製造、流通、

販売・サービスに至るすべてのプロセスで品質の維持・向上に取り組んでいきます。グループ全体の品質マネジメントを推進する「品質

保証委員会」の活動をとおして、商品・サービスの価値の向上、品質リスクの発生防止を徹底します。

③ お客様の声を企業活動に生かします

お客様から寄せられた貴重な情報やご意見を社内で速やかに共有し、商品・サービスの向上、リスクマネジメント強化など、企業活動

や従業員の行動に反映させていきます。

④ お客様への情報提供を充実します

商品の表示や宣伝・広告表現について、正確な表示とわかりやすい表現を推進していきます。また、お客様センターを通じた電話、手紙、

Eメールなどのコミュニケーションに加え、Webを通じて、ご自身で情報検索されるお客様に向け、ホームページの情報拡充に努め

ていきます。品質に関しても、お客様にご理解いただけるよう、わかりやすく情報発信していきます。

⑤ お客様視点で行動する従業員の風土・意識を醸成します

すべての従業員がお客様の視点で行動する企業風土の醸成を目指す「お客様視点醸成活動」を継続実施していきます。お客様から

直接ご意見を伺う機会が少ない部門も含め、全従業員を対象に研修プログラムを実施します。

2017年4月

サントリーホールディングス株式会社

代表取締役社長

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

コーポレート
・ガバナンス

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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お客様第一が品質保証の基本
サントリーグループは創業以来お客様第一の姿勢で、商品・サービスの品質向上を追求し続けてきました。わたしたちの品質に対する

姿勢を明文化したサントリー品質方針「All for the Quality」のもと、全従業員が常に品質の維持・向上に取り組み、お客様から一層

の信頼を獲得していくための活動を展開しています。

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

グループ品質マネジメントの推進

海外を含めたサントリーグループ全体で、品質マネジメントのしくみを構築し、推進しています。

品質マネジメントの推進
サントリーグループは、グローバル展開と新規領域への事業拡大に伴い、グループガバナンスを目的とする品質マネジメントシステムを

整備・進化させてきました。

グループ全体の品質マネジメントを推進するため、サントリーホールディングス株式会社に「品質保証委員会」を設置し、グループ品質

戦略に基づく横断的重要課題や品質リスク抽出・トラブルの未然防止を推進しています。

また、サントリーホールディングス株式会社CQO（Chief Quality Officer）によるグループ各社との品質会議等を通じて、品質マネジ

メント力の強化を図っています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

コーポレート
・ガバナンス

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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お客様が安心して美味しく食事を楽しんでいただけるように、サントリー

グループの外食各社では、厨房設備・食材の衛生管理の確認や食材ア

レルゲン確認、適正な食品表示等の実施を徹底しています。

世界中のお客様に喜んでいただくために、新たな価値や安全、安心で高品質な製品をお届けし続けることが、メーカーであるわた

したちの責務と考えています。

そのため、創業以来大切にしてきた「ものづくりの価値観・行動指針」をサントリーグループ共通の「Suntory MONOZUKURI 

Values」として、グループ会社に共有・展開しています。

外食各社における品質保証活動

創業以来大切にしてきた、ものづくりにおけるサントリーグループ共通の価値観（SMV）の共有・展開

厨房設備の確認

ウェブを用いたSMVワークショップの様子（左ヨーロッパ、右アジア）

■トピックス

法令違反や健康影響、品質異常などの重大なリスクから、まだ顕在化していない潜在的なリスクまで、徹底して抽出・低減する

活動を継続・推進しています。2006年より、生産研究部門の経営層をはじめとする関連部門の責任者が一堂に会する「週例リ

スク検討会」を毎週1回開催し、直近の1週間に把握した社内外の品質リスクをタイムリーに共有して対応策を論議するとともに、

潜在的なリスク要因の変化をモニタリングしています。

徹底した潜在リスクの抽出と低減
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各プロセスにおける主な品質保証活動

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

すべてのプロセスにおけるお客様視点の品質保証

「サントリー品質方針」のもと、商品の企画・開発、原材料調達、製造、物流、販売・サービスに至るすべてのプロセスで、全従業員

が常に品質の確保・向上に取り組んでいます。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

コーポレート
・ガバナンス

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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正確な表示とわかりやすい表現の実現
商品の表示については、グループ各社の開発・生産などの関係部門と連携して、グループ品質本部が遵法性・妥当性を確認するしくみ

を構築し、正確な表示とわかりやすい表現を推進しています。

■商品への表示例

誤認飲酒防止のための表示例

チューハイなどの低アルコール飲料をソフトドリンクと間違えて飲むことがないよう、商品に「酒マーク」を表示しています。そのほか、

主要な商品については、缶ぶたに「おさけです」の表示や、点字で「おさけ」の表示を行っています。

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

適切でわかりやすい情報開示

サントリーグループが提供する商品・サービスをお客様に安心・信頼してご利用いただくためには、商品に正確でわかりやすい表示を記

載するだけでなく、サントリーグループ全体で取り組んでいる品質保証活動をWebサイトなどでわかりやすくお伝えしていくことが重要

だと考えています。

妊産婦飲酒の注意表示例

妊産婦の飲酒について注意を喚起するために、商品に「妊娠中や授乳期の飲酒は、胎児・

乳児の発育に悪影響を与えるおそれがあります」と表示しています。

妊産婦飲酒の注意表示

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

コーポレート
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と響きあう

自然
と響きあう
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賞味期限の「年月」表示

清涼飲料の賞味期限は「年月日」表示が一般的ですが、お客様へのわかりやすさとともに、在庫管理などに伴う環境負荷を少しでも減

らすため、賞味期限が1年以上の商品についてサントリーグループでは「年月」表示（漢字表記）に取り組んでいます。

安全・安心への取り組みをわかりやすく紹介
わたしたちの安全・安心へのこだわりをお客様に正しくご理解いただくために、Web サイト「サントリーの安全・安心への取り組み」で、

様々な取り組みを紹介しています。また、PC用サイトだけでなく、スマートフォン用サイトでもご覧いただけるようにするとともに、海外

のお客様に向けた情報も発信しています。

自主回収について
品質保証の徹底に努めながらも問題が発生した場合は、迅速・適切に情報開示を行っています。

2021年1月から2021年12月にかけて、新聞への社告掲載を実施した自主回収は0件でした。また、法令違反回収もありませんでした。

また、同期間の製品およびサービスの情報とラベリングに関する規制および自主的規範への違反については2件でした。

また、サントリーグループの事業活動をグローバルに展開する中で、これまで国内で取り組んできた品質に対する真摯な姿勢や活動を

日本以外のお客様にもご理解いただけるよう、グローバル品質サイトの設計を進め、更なる情報開示の取り組みを行っています。今後も、

国内外のお客様に、安全・安心に対するサントリーグループの活動を評価いただけるよう、継続的に発信していきます。

Webサイト「サントリーの品質への取り組み」

アレルギーに関する表示

アレルギーについては、原料を購買し、表示の要否を確認しています。また、清涼飲料では「食品表示法」で義務付けられている7品目

だけでなく、表示が推奨されている21品目も商品への表示対象としています。

酒類についてはアレルギーに関する表示は免除されていますが、ビール類やチューハイなどの低アルコール飲料には、自主的に同法を

準用し、アレルギー表示をしています。
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

お客様コミュニケーション

お客様満足を実現するために
サントリーグループは、創業以来、お客様満足を第一に考え、お客様との双方向コミュニケーションを大切にしています。1976年には、

お客様からのご相談窓口として消費者室を開設。現在は、サントリーコミュニケーションズ（株）お客様志向経営推進本部として活動し

ています。「お客様志向自主宣言」のもと、お客様からいただくご意見、ご要望に真摯にお応えし、よりよい商品・サービスの開発・改

善につなげるなど、広く企業活動に反映させるよう、取り組みを強化しています。

創業以来、お客様満足を第一に、お客様との対話を大切にし、ご意見やご要望を企業活動に反映しています。

■「お客様満足のための基本方針・行動指針」

従業員一人ひとりが、お客様へご満足を提供することを常に意識して行動するために、1999年

に「お客様満足のための基本方針」を明文化。2002年にはお客様センターの「行動指針」を

制定し、お客様センター全員での実践を徹底しています。

お客様センター

私たちは、社会のよき一員としての役割を果たすため、さまざまな活動を通じてあらゆるお客様の更なる満足の確保、維持、向

上に努めます。お客様とのコミュニケーションを大切にし、お客様に信頼され、喜んでいただける安心・安全な製品、サービス、

情報の提供を行うとともに、お客様の声を企業活動に反映させていきます。

1.お客様からのお問い合わせ・ご指摘等に対して、「迅速・的確・丁寧」に対応してまいります。また、公平、公正であるように

努めてまいります。

2.お客様に信頼され、喜んでいただけるさまざまな情報を、お客様に積極的に提供いたします。

3.お客様のご意見・ご要望や社会の求めるものを、社内に適切に反映させてまいります。

4.お客様の権利を保護するため、消費者保護に関する法規および社内の自主基準を遵守いたします。

お客様満足のための基本方針

お客様センターの行動指針

■「お客様対応規定」

サントリーホールディングス（株）とグループ12社※は、基本方針・行動指針を実行するための行動規範として、ISO10002（JIS Q 

10002）に則った「お客様対応規定」を制定しています。この規定では、お問い合わせやご指摘を申し出られたお客様の権利を認識し、

企業活動へのお客様の満足を維持、向上することを目的に、お客様対応に関しての積極的な取り組みと責務を明確にしています。さら

にこの規定に基づいた詳細な基準・手順を定め、周知徹底を図っていきます。

※サントリー食品インターナショナル（株）、サントリーフーズ（株）、サントリービバレッジソリューション（株）、サントリーフーズ沖縄（株）、サントリープ
ロダクツ（株）、サントリー（株）、沖縄サントリー（株）、サントリービジネスシステム（株）、サントリーシステムテクノロジー（株）、サントリーグローバル
イノベーションセンター（株）、サントリーコーポレートビジネス（株）、サンリーブ（株）（2022年7月現在)
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■クレド：CREDO (SUNTORY MIND for Customer Service)

基本方針、行動指針が従業員一人ひとりの心、日々の行動に根付くように、2013年に、お客様対応を担う者としての信条を明文化した

「クレド：CREDO（SUNTORY MIND for Customer Service）」をお客様志向経営推進本部全員で作成し、お客様によりご満足いただ

ける活動を生み出す風土醸成に努めています。

お客様の声への対応と共有、そして活用へ
お客様センターでは、社内独自の情報検索システムを活用し、お客様からのお問い合わせなどに対してお待たせすることがないよう、

迅速かつ的確な対応を行っています。

また、ご連絡を受けた時点で、その内容を情報管理の基幹システムに入力し、対応結果を記録することで、お客様からいただいた貴重

な情報を関連部署で速やかに共有し、品質改善、リスクマネジメント強化などにつなげています。

お客様から寄せられたご意見やご要望を、関連する部門と定期的に共有し、商品・サービスの向上、情報提供の充実などの企業活動や、

従業員の行動へ反映するVOC活動※1を強化しています。

※1 VOC(Voice of Customer)活動：お客様の声を経営施策に反映する活動

■お客様情報の流れ
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■お客様センターに寄せられた声　（2021年件数：約68,000件）

※1 ご指摘：お客様から商品や企業活動に対して寄せられたご不満、ご不快の声
※2 お問い合わせ・ご意見：上記以外にお客様から寄せられた幅広いご質問やご意見

お客様からのご指摘を受けて対応を完了した案件については、ご指摘いただいたお客様に「声カード(対応に関するアンケート)」

をお送りし、お客様の満足度をお聞きしています。いただいたご意見は、対応者本人に伝えるとともに、イントラネットを通じ

て全社にフィードバックし、さらなる対応の改善に役立てています。声カードに記入いただいたお客様の91%が、「今後も当社

の商品を利用する」とお答えになりました(2021年実績)。

今後も当社の商品を利用する　90％
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■お客様のご意見を商品づくりに活用

お客様から寄せられたご意見やご要望を取り入れ、商品開発、品質改善、情報提供の充実などを図っています。より安全で使いやすい

商品の開発を行うためには、お客様の視点がなによりも大切です。お客様の声に真摯に耳を傾けることで、すべての人にやさしく親切

な商品・サービスの提供を目指しています。

また、商品発売後の改善だけでなく、新商品の開発時においてもお客様の声を役立てる「事前評価活動」を重視しています。開発部門に、

他社商品や他カテゴリー商品に対するお客様の声を共有することで、より幅広い視点での“気づき”を促すとともに、お客様視点での

事前チェックを実施しています。

＜ご意見を商品に活用した事例＞　

お客様から分別の際にペットボトルのラベルが剥がしづらい、また糊が残るというお問合せが寄せられていました。 そこで粘着強度は

そのままで従来よりも剥がしやすい糊を開発しました。今後幅広い製品に順次展開していきます。

飲料のペットボトル(ロールラベル)の糊を剥がしやすく新開発しました

コロナ禍を機に来客用としてペットボトルごとお出しできることが好評を得ている緑茶 『伊右衛門 「お茶、どうぞ」』。

秋冬になるとボトルごと温めたいというご要望が寄せられていることから、冷温兼用ボトルを採用しリニューアル発売しました。

冷温兼用ということをわかりやすくするために、「冷＆温　温めてもおいしい」の記載を追加しました

緑茶 『伊右衛門 「お茶、どうぞ」』 冷温兼用ボトルにリニューアルしました
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お客様がお好きな濃さでお楽しみいただけるよう注ぐ量の目安となる目盛りを廃止したところ、お客様より目盛りを目安に注いでいたの

で、目盛りをつけて欲しいとのお声をいただきました。そこで、目盛りを復活させ、ご自由にも目盛りを目安にしてもお楽しみいただけ

るようにしました。

『BOSS カフェベース』　ボトル側面の目盛り（注ぐ量の目安）を復活

リニューアルに伴い缶正面の「プリン体」表記がなくなったところ、お客様からプリン体0でなくなったのかとお問合せをいただきました。

これを受け、缶正面に「プリン体0」を再度表記しました。

『オールフリー』　「プリン体」を缶正面に目立つように記載

緑茶『伊右衛門』のボトル底部の沈殿へのお問合せが寄せられることから、『伊右衛門』は石臼挽き抹茶を使用しており、底に見える

のは抹茶で、緑茶本来の味わいを引き出す重要な役割を担っていることをHPでご案内するようにしました。

緑茶『伊右衛門』　ボトル底部の沈殿の説明をHPでご案内
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『メーカーズマーク』の赤い封蝋の開け方のお問合せが寄せられることから、HPに「開け方の説明」掲載。さらに裏ラベルにHPへの案

内を記載しました。

＜アイスティーサワー＞と＜カシスとオレンジ＞を見分けやすくしてほしいとご要望をいただき、デザインをひと目で見分けやすくしまし

た。

『メーカーズマーク』封ろうの開け方をHPでご案内

『ほろよい』＜アイスティーサワー＞と＜カシスとオレンジ＞を見分けやすくデザインを変更しました。

HP　封ろうの開け方
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お客様志向の取り組みを社会に発信
サントリーグループのお客様志向経営の理念や取り組みについて、様々な媒体や活動を通じて積極的に社会に発信しています。

■学生向けワークショップの実施

近い将来社会人となる大学生約30名を対象に、お客様志向を学ぶワークショップを毎年開催しています。

サントリー流のお客様志向について学び、お客様の視点に立った商品開発を体験するというワークを通じて、一人ひとりにお客様志向と

その実践について考えていただく機会をつくっています。

■お客様志向自主宣言および活動報告

サントリーグループでは、創業以来脈々と受け継がれてきた「お客様志向」の理念や取組方針について、「お客様志向自主宣言」として

改めて明文化し、2017年4月に公表しました。宣言に基づき取り組んだ具体的な活動については、「お客様志向自主宣言 活動報告書」

として社会にご報告しています。消費者庁が主催する令和元年度「消費者志向経営優良事例表彰」において、消費者庁長官表彰に選定

され、2020年1月に表彰されました。

また、お客様志向自主宣言の公表・表彰企業として、消費者庁ホームページにも宣言や活動内容を掲載しています。

コミュニケーション接点の拡充：WebやSNSの活用
お客様センターを通じた電話、手紙、Eメールなどのコミュニケーションに加え、Webを通じてご自身で情報検索されるお客様のために、

動画やイラストを活用するなど、お客様センターホームページの情報拡充に努めています。また、英語でのお問合せフォームも用意し、

外国の方からのお問い合せにもお応えしています。 SNS上にあるお客様の声については、専用のアカウントを開設して、積極的にサポー

トしています。

サントリーお客様センターホームページ
（PCサイト）

サントリーお客様センターホーム
ページ（スマートフォンサイト）

サントリーお客様サポートアカウント

ワークショップ ワークショップ参加者

コロナ禍に伴い2020年オンラインで開催。オンラインながら、参加者の方々から、アンケートで高い評価をいただきました。
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お客様のご期待にお応えし続けるために
従業員一人ひとりが、お客様の意識や関心の変化への理解を深め、お客様の期待を超えた商品・サービスをお届けできる企業人になっ

ていくことを目指し、お客様志向啓発活動や風土醸成に力を入れています。

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

お客様志向を実現するための人づくり

お客様志向経営推進のために、従業員のお客様志向を醸成するための啓発活動を行っています。

■お客様志向啓発活動の全体像

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

コーポレート
・ガバナンス

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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■テーマ別 WEBセミナー

■お客様志向の行動促進（風土醸成）

お客様志向啓発セミナーの実施

社会環境が大きく変化する中で「お客様」が企業に求められるものも変化し続けています。

こういった状況の中で、変化する「お客様」を理解し、求められる各現場でのお客様志向の考動に繋げていくことを目的に、テーマを

設定し、そのテーマに関連したお客様の声を聴く「WEBセミナー」を開始しました。

サントリーグループ各現場では、お客様の関心のポイントや声が寄せられた背景を理解し、お客様志向の感度を上げるとともに、現場

の活動でのヒントにしています。

全従業員を対象に「お客様志向ブラッシュアップセミナー」を毎年開催しています。お客様から頂くご指摘や励ましのお声などを広く紹

介し、社内の各現場で取り組んでいるお客様志向の活動事例を共有することで、従業員一人ひとりがお客様志向を深め、行動に移すきっ

かけづくりをしています。また、グループ会社にもセミナーを実施し、サントリーグループの全活動において、お客様志向の行動定着を図っ

ています。

経営トップメッセージ お客様志向の取り組みを動画で紹介

WEBセミナー講師
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毎年5月を「お客様志向月間」とし、全従業員がお客様のためにできることを改めて考えるきっかけとしています。

各部署では、「自部署にとってのお客様は誰か？」「お客様志向で何ができるか考える」ディスカッションを実施。さらに、個人でできる

ことを「私のお客様志向自主宣言カード」に社員一人ひとりが記入しています。    

表面

裏面

お客様の声を聴く経営層

■経営層による電話音声リアルモニタリング

■お客様志向月間の実施

サントリーお客様センターに寄せられるお客様からのお電話を、経営層がリアルタイムで聴くプログラムを実施しました。各部門のトッ

プである経営層が、お客様が生活の中で感じられた商品やサービスへの疑問・ご不安・ご意見についてお電話でお話しされる様子を臨

場感を持って聴くことで、経営にお客様の声を生かしていく、きっかけづくりとしています。

お客様の声を聴く経営トップ
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■キャリアパスのステージに応じた人材育成

■現場に推進担当者を配置

人材育成プログラム「サントリー大学」の一環として、キャリアパスに応じた研修を実施しています。まず、新入社員研修において、創

業以来脈々と継承されているサントリーグループのお客様志向の考え方を学びます。中堅社員になると、グループでお客様の声を聴き、

お客様の思いや期待について推察しディスカッションすることで、お客様志向の重要性について改めて学ぶ場としています。さらに、マ

ネジャー昇進時に、お客様志向を基盤とした意思決定の重要性を、ケーススタディーを元にしたグループディスカッションなどを通して

実践的に習得します。

2018年より、お客様との直接接点が多い営業拠点を中心に、お客様志向をさらに浸透・定着させるための中心的な役割を担う「お客

様対応推進リーダー」を配置しています。現在、営業拠点以外にも「お客様志向アンバサダー」の配置を一部開始するなど、各部署で

お客様志向の行動を推進しています。

活動目標と年間振り返りをする参加者 経営層とのセッション
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■お客様の声（VOC）と従業員の接点を強化

イントラネット・Eメールを通じて「お客様の声」を発信

お客様から直接ご意見を伺う機会が少ない部門も含めた全従業員を対象に、お客様の声にふれる機会を強化する活動を行っています。

全従業員が、当社商品や企業活動などに対するお客様の声に向き合い、自身の業務や行動につなげることを目的に、お客様から寄せ

られたご意見やご要望を、イントラネットやEメールを通じて週次・月次で広く社内に共有しています。

また、お客様から寄せられた声について、読者である社員の意見や感想も掲載。社員同士の意見交換を通じ、自分以外の様々な捉え

方なども知ることができるようにしています。

イントラネット「ハーモニクスレポート」での情報発信
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サステナブル調達の考え方

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

サステナブル調達

国連グローバルコンパクトに署名している企業として、サントリーグループはサステナブルな社会の実現に貢献するため、ビジネスパート

ナーとともにサステナブル調達を推進しています。

サントリーグループでは、お客様に高品質な商品・サービスをお届けするため、安全・安心はもとより環境や社会にも配慮するなど、サ

プライチェーン全体においてサステナビリティを推進していくことが重要だと考えています。

そして、児童労働および強制労働の禁止、結社の自由や団体交渉の権利の尊重・支持、長時間労働の削減、生活賃金の保障など、国

際的に重要性が認められている事項に関し、調達におけるサステナビリティをより一層強化するため、2011年に法令遵守、人権・労働

基準、品質、環境、情報セキュリティ、社会との共生の6項目を柱とした「サントリーグループサステナブル調達基本方針」を制定しました。

ビジネスパートナーと連携してサステナビリティを推進するため、取引先に周知し、理解を求めています。

その中で、当社の購買活動がサプライヤーでの人権に負の影響を与えないように、サプライヤーと予め合意したリードタイムの順守や年

間需給計画の事前共有などを行っており、サプライヤーへの支払いに関しては予め合意したタイムラインでの実行となるよう、社内での

必要な仕組みや手続きを徹底しています。

また、人権リスクの高い原料があると確認した場合、購買プラクティスを見直し、リスクの軽減に努めます。その一例として、一部のグルー

プ会社では、人権リスクと環境リスクを最小限に抑えるために、サステナブル認証のパーム油に切り替えています。

サントリーグループは、企業理念「人と自然と響きあう」と企業倫理綱領に基づき、安全・安心で高品質な商品・サービスをお届

けするために、公正・公平な取引を実施し、サプライチェーンのお取引先とともに、人権・労働基準・環境などの社会的責任にも

配慮した調達活動を推進します。

お取引先との良好なパートナーシップを構築し、真に豊かで持続可能な社会の実現に貢献します。

1.  法令遵守と国際行動規範の尊重

各国の法令を遵守し、国際行動規範を尊重した公正・公平な調達活動を推進します。

2. 人権・労働・安全衛生への配慮

基本的人権を尊重し、労働環境や安全衛生に配慮した調達活動を推進します。

3. 品質・安全性の確保

「サントリー品質方針」に準拠し、品質・コスト・供給の最適な水準に基づく高い品質と安全性の確保をめざした調達活動を推進

します。

4. 地球環境への配慮

「サントリーグループ環境基本方針」に準拠し、地球環境に配慮した調達活動を推進します。

5. 情報セキュリティの保持

調達取引に関わる機密情報および個人情報は厳格に管理します。

6.社会との共生

社会との共生に向けた社会貢献への取り組みを推進します。

サントリーグループサステナブル調達基本方針（2011年制定）

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

コーポレート
・ガバナンス

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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■推進体制

■サプライヤーガイドライン制定

■サプライヤーモニタリングの実施

サプライチェーンでのサステナビリティを推進

サントリーグループでは、気候変動などの環境課題や人権を含めた社会課題について企業の責任としてより対応していくために、2021

年4月、新たに設置した調達開発推進部を、2022年1月よりサプライチェーン改革推進部の中に改組し、同時に改組したサステナビリティ

経営推進本部と連携し、グループ全体の長期的な原材料戦略の推進、およびグローバルでの最適な調達活動に取り組むとともに、グ

ループ全体のサステナブル調達の推進を担う新体制で活動推進の強化を図りました。海外グループ会社と月1回の定期的な会議を設け、

サステナブル調達の全体戦略について協議し、各社で活動推進を行っています。サステナブル調達に関わる取り組みは、取締役会の諮

問機関であるグローバルサステナビリティ委員会で定期的に協議・報告しています。

サントリーグループは「サステナブル調達基本方針」のもと、サントリーグループ内でサステナブル調達を加速させると共に、持続可能

な社会の実現に貢献すべく、2017年6月に「サントリーグループ・サプライヤーガイドライン」を制定しました。本ガイドラインはサントリー

が国内外サプライヤーに対して人権・法令遵守・環境などの分野において要請する具体的な遵守事項で構成され、サントリーグループ

とサプライヤー間で同じ倫理的価値観が共有されていることを確認するものです。人権コミットメント項目への遵守が取引上の必須条件

となっており、新規取引のサプライヤーだけでなく取引中のサプライヤーにおいても署名を求めています。仮に法に違反する重篤な人権

侵害が発見され、かつコミュニケーションを行ってもサプライヤーの改善の意志がないと認められた場合は契約終了につながる可能性

があります。サプライヤーガイドラインの遵守に向けて、サプライヤー説明会でサプライヤーガイドラインについて共有することやSedex

を通じて情報共有を行うなど、サプライヤーとの共同取り組みを推進しています。また、サプライヤーが自らのサプライヤーに対しても

コミットメントについて遵守頂くことを要望しています。

さらに、人権方針でも表明しているように、自社と同様にサプライヤーにもILO（国際労働機関)「多国籍企業宣言」、「労働における基

本的原則及び権利に関するILO宣言」の理解・遵守を求め、現地法においてILO原則が十分に保護されていない場合においてもサプラ

イヤーの自主的な取り組みを通じて順守を期待します。

リスクアセスメント

※ �対象人権リスク：児童労働、強制労働、労働時間、適切な賃金と福利厚生、差別・虐待・ハラスメント、結社の自由・団体交渉、救済へのアクセス、健康・
安全性

人権デュー・ディリジェンスにおける「リスクアセスメント」を推進するために、グローバルリスクコンサルティング会社のVerisk 

Maplecroft社と連携し、一般的な国・業界データを用いて自社が購買する主要原料における潜在リスク評価を実施しました。（主要原

料×産地の組み合わせで計124パターン）

その中でも、児童労働・強制労働の観点でVery highリスクかつVery highインパクト（購買高の多い）品目は下記のとおりでした。

【強制労働】コーヒー、ウーロン茶、エタノール、砂糖

【児童労働】コーヒー、砂糖

今後は児童労働、強制労働においてVery highリスクかつVery highインパクト品目からスタートし、実態把握のためのインパクトアセス

メントを実施していきます。

潜在リスク評価の結果（総合※）

Lowリスク 21品目 17%

Midリスク 58品目 47%

Highリスク 37品目 30%

Very highリスク 8品目 6%
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顕在リスクとして特定できた重要指摘事項は累計208件となっています（11月と比

べて28件増）。

■サプライヤーの顕在リスク（2022年4月時点）

インパクトアセスメント

サントリーグループは「サステナブル調達基本方針」を制定し、ビジネスパートナーと連携しながら、サプライチェーン全体での人権尊

重への取り組みを進めています。

Sedexによるインパクトアセスメント

2019年6月、世界最大のサプライヤーエシカル情報の共有プラットフォームである「Sedex」に加入しました。サプライヤーに対して

Sedexへの加盟、SAQ※質問への回答など情報共有の要請を進めています。SAQでは、児童労働や強制労働などを含む人権に関する

質問をはじめ、労働環境や安全衛生に配慮しているかを中心にサプライチェーンに潜在する社会リスクの評価を行っています。2021年

11月時点で、1000以上の製造拠点を含む主要サプライヤー約650社のSedex加入を確認しており、今後も全ての主要サプライヤーに対

し、Sedexへの加盟案内を進めます。また、SAQによるリスク評価の結果を踏まえ、地域別で取り組みの優先順位を決定した上、行動

計画の策定と取り組みの推進を進めます。

※SAQ:Self-Assessment Questionnaire

インパクトアセスメント状況

Sedexが提供するツールを活用し、潜在リスクと顕在リスクの特定を行っています。具体的には、SAQでサプライヤーの潜在リスクと潜

在リスクの管理能力を評価しています。また、Sedex上で確認出来る第三者監査情報を基に顕在リスクを把握しています。

サプライヤーの潜在リスク（2022年4月時点）

2022年上半期もSedexを通じた評価を進め、潜在リスク評価を実施することができた製造場は1094件となっています（11月と比べて

26件増）。

（製造場数・割合）

2022年4月 変化 2021年11月

Low 245 22％ 42 203 19％

Medium 636 58％ 8 628 59％

High 73 7％ -9 82 8％

回答中 140 13％ -15 155 15％

合計 1094 26 1068 

アンケートによる確認

上記Sedex未加入のサプライヤーに対しては、サステナビリティ調達アンケートを実施しています。既存のサプライヤーに限定せず、新

規に取引を開始するサプライヤーにも同様に確認しています。

また、サントリーグループでは、海外グループに対して「サントリーグループ・サプライヤーガイドライン」を共有するとともに、海外グルー

プ会社が参加する「グローバル調達会議」で各社のサステナビリティに対する取り組みを確認しています。
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是正に向けた取り組み
是正に向けた取り組み推進の一環として、サントリーグループの事業活動が、人権に対する負の影響を直接に引き起こしたことが明らか

となった場合、または取引関係等を通じた間接的な影響が明らかとなった場合、あるいは明らかではなくとも負の影響が疑われる場合

には、国際基準に基づいた対話と適切な手続きを通じてその是正に取り組みます。さらに、サントリーグループのサプライヤーにも是正

に取り組むことを期待します。また、是正を実施するために、外部人権有識者（NPO）、Sedexなどの外部組織と連携し、発見した課

題についてサプライヤーと対話を行い、是正に取り組みます。

■是正のプロセス

人権方針に記載しているように、当社にとっての人権における重要テーマの中には児童労働・強制労働、差別・ハラスメント、結社の自

由、働きやすい職場環境（安全衛生）が含まれています。SedexのSAQの中で各重要テーマと関連する数多くの設問を特定し、自社工

場とサプライチェーンにおける評価と継続的なモニタリングに活用しています。現在は購買高の70%以上を占めるサプライヤーのSedex

を通じた継続的なモニタリングを実施しており、顕在リスクを特定できたサプライヤーに対してより強いエンゲージメントを行っています。

そのモニタリングプロセスの中には、サプライチェーンに関するSMETA監査情報も含まれており、現地労働者へのインタビューも含まれ

ています。このような形でライツホルダーの声を極力活かす取り組みを行っています。

SedexおよびSMETA情報を活用した当社の是正のプロセスは以下の通りです。

潜在リスクの場合

1.目標: 潜在リスクの回避対応が取れている

2.指標: Sedexのリスクスコアと管理能力スコア

3.納期: 定期的（半年1回程度）に、リスクスコアと管理能力スコアをチェックし、取引先様の改善活動状況を確認する

顕在リスクの場合

1.目標: 顕在化リスクをゼロ化する

2.指標: 第三者監査での重要指摘事項

3.納期: 6 ヶ月以内に、指摘事項が解消されていることを確認する

サプライヤーの潜在リスク（2022年4月時点）

上記で示したSedexで確認できる潜在リスクについては、潜在リスクに対する製造場の管理能力も併せて評価し、「高リスク＋低管理能

力」の製造場を中心に直接的なエンゲージメントを行い、管理能力を上げるための働きかけをしています。その結果として、サプライヤー

へ働きかけを開始した2021年1月以降、2022年4月末時点では管理能力が10% ～ 50%向上した製造場数が158件（全体の18%）あり、

2021年11月末時点から41製造場増加しています。これからも引き続きサプライヤーとのエンゲージメントを継続しながら管理能力を上

げるための改善活動を推進していきます。

以下の人権重要テーマについて、SedexのSAQ回答内容を全て確認し、潜在リスクのある回答内容の確認を行いました。同時に、

SMETA監査での指摘事項の確認を行い、潜在リスクが顕在化していないか、顕在化している場合は是正処置の状況をサプライヤーに

エンゲージメントを行い、確認しています。

サプライヤーの潜在リスク（2022年4月時点）

上記で示したSedex上で確認出来る第三者監査結果としての重要指摘事項につい

ては、サプライヤーと直接コミュニケーションを取り、指摘された課題が指摘さ

れてから6か月以内に是正されていることの確認を進めています。2022年4月末

時点で特定した累計208件のうち、175件が既に是正されたことを確認しました。

残件に関しては引き続きサプライヤーとのエンゲージメントを継続しながら改善活

動を推進していきます。
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● 児童労働防止の取り組み

● 強制労働防止の取り組み

● 結社の自由と団体交渉侵害防止の取り組み

● 安全衛生の取り組み

● 土地の権利への取り組み

児童労働はサプライチェーンにおける重要人権リスクの一つと位置づけており、SedexおよびSMETA情報を通じてサプライヤーとのマネ

ジメントを強化しています。例えば、Sedexでの設問を活用し、直接労働者と間接労働者において児童労働に該当する恐れのある労働

者がいるか確認を行っています（15才未満労働者）。 また、SMETAを通じて実際に行われた現場監査を元に労働者の年齢確認がしっ

かり行われているかを確認し、課題が顕在化かつ未是正の場合は是正に向けたエンゲージメントをしています。

約1000の製造場のSAQ回答内容を確認した結果、15歳以下の児童労働はありませんでした。16-17歳の労働者がいる製造場は5%あ

りました。SMETA監査の指摘事項でも17歳の労働者の指摘が1件ありましたが、現地法上問題ないことを確認しました。

その他、労働者の年齢記録の不備の指摘が4件ありましたが、サプライヤーにエンゲージメントを行い、記録方法が是正されている事

を確認しています。

強制労働はサプライチェーンにおける重要人権リスクの一つと位置づけており、SedexおよびSMETA情報を通じてサプライヤーとのマネ

ジメントを強化しています。

1） 採用手数料

約1000の製造場のSAQ回答内容を確認した結果、労働者の採用手数料負担について取組みがない、との回答が1%ありました。また、

労働者が何らかの費用負担をしている、との回答が3%ありました。SMETA監査の指摘事項でも、労働者の採用手数料負担に関する

指摘が2件ありましたが、規定改定により対応済みである事を確認しました。同様に、賃金減額に関する指摘が3件ありましたが、現地

法上問題となる控除はないことを確認しました。

2） 賃金

約1000の製造場のSAQ回答内容を確認した結果、残業代に課題がある回答が8%ありました。

また間接雇用者の最低賃金の把握に課題がある事も判明しました。SMETA監査の指摘事項でも賃金に関する指摘が21件、残業の管

理に関する指摘が25件ありました。

サプライヤーにエンゲージメントを行い、未是正の賃金問題に関する確定事例はない事を確認しています。

3） 行動の自由

SAQ回答からもSMETA監査からも、行動の自由に関するリスク情報は見つかりませんでした。

結社の自由と団体交渉はサプライチェーンにおける重要人権リスクの一つと位置づけており、その侵害防止のためにSedexおよび

SMETA情報を通じてサプライヤーとのマネジメントを強化しています。例えば、Sedexでの設問を活用し、サプライヤーでの意思決定に

反映出来る労働者が参画可能なプロセスや組織の有無、労働組合の有無を確認しています。 また、SMETAを通じて結社の自由と団体

交渉が遵守されているかを確認し、課題が顕在化かつ未是正の場合は是正に向けたエンゲージメントをしています。

SAQデータの結果、労働者が使用可能な会社の意思決定に反映出来るプロセス、組織、取り決めの有無という重要ポイントについて、

整備されていない製造場数は12%でした。また、SMETA監査のデータとして結社の自由と団体交渉に関する指摘事項が3件ありました

が、是正が既に行われていることを確認しています。

安全衛生はサプライチェーンにおける重要人権リスクの一つと位置づけており、その安全衛生推進のためにSedexおよびSMETA情報を

通じてサプライヤーとのマネジメントを強化しています。例えば、Sedexでの設問を活用し、安全衛生に関する方針の有無、重大労災の

有無、火災安全訓練の参加者人数、 安全衛生強化に向けたサプライヤーの既存取り組みなどを確認しています。また、SMETAを通じ

て同様の確認を行い、課題が顕在化かつ未是正の場合は是正に向けたエンゲージメントをしています。

SAQデータの結果、過去12か月間における記録された事故数が100件を超えた製造場は2%でした。また、重大事故が20件以上

発生した製造場は1%でした。このようなハイリスク製造場に対して労働安全強化に向けたエンゲージメントを行っていきます。また、

SMETA監査のデータとして、指摘事項が64件ありましたが、その中で55件が既に是正が行われていることを確認しています。未是正

の9件に関しては引き続きサプライヤーへのエンゲージメントを行います。SedexのSAQ回答とSMETAの指摘事項から分かった安全衛

生に関するリスクについての是正対応を他のサプライヤーにも情報共有し、安全衛生の管理強化を図ります。

土地の権利に関する人権リスクを把握するためにSedex情報を通じてサプライヤーとのマネジメントを強化しています。具体的には、

Sedexでの設問を活用し、サプライヤーの製造場を建設する前にその土地が住宅として利用されていたかを確認しています。

SAQの結果、工業用サイトに転換する前は住宅用建物として利用されていた土地が1%ありました。その転換が土地の権利侵害につな

がった可能性があるかについてサプライヤーをエンゲージして確認を行っていきます。
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● 水アクセス・衛生への取り組み

● 女性の権利の取り組み

現地の地域社会の水アクセス・衛生の権利に関するリスクを把握するためにSedex情報を通じてサプライヤーとのマネジメントを強化し

ています。例えば、Sedexでの設問を活用し、サプライヤーのオペレーションによる様々な汚染リスク（土壌、河川など）、水の使用量、

排水管理の有無、現地地域への水質影響に対するマネジメントなどを確認しています。SAQの結果、排水品質を管理していない製造場

は2%ありました。SMETA監査のデータとしては2件の指摘事項が確認されており、そのうちの1件は既に是正が行われています。残り

1件はサプライヤーに対して是正に向けたエンゲージメントを行います。

女性の権利に関するリスクを把握するためにSedex情報を通じてサプライヤーとのマネジメントを強化しています。例えば、Sedexでの

設問を活用し、労働者の男女比率、女性管理職比率、差別防止に関する方針の有無、女性労働者の欠勤率・離職率などを確認して

います。SAQの結果、洗身設備は男女別になっていない製造場は5%、女性労働者の過去1年間の離職率が50%以上だった製造場は

5%、女性労働者の過去1年間の欠勤率が30%以上だった製造場は2%でしたが、SMETA監査のデータとしては顕在化した指摘事項か

確認されませんでした。

■実行したアクションの効果測定

■今後のアクションプラン

自社工場およびサプライチェーンにおけるSedexを通じた評価・是正取り組みの中で、発見したリスクに対する是正取り組み後に、実行

前と実行後の改善度合いをSedexの評価ツールを通じて複数項目（安全衛生、労働者年齢、差別、自由選択に基づいた労働など）で

確認し、効果測定を行っています。Sedex上の評価の場合、項目によって潜在リスクを下げることが難しい場合がありますが、潜在リス

クが高くともその管理能力が十分に高ければ結果的に潜在リスクが顕在化するリスクが低いという認識のもと、自社工場およびサプライ

ヤーを対象にした是正取り組みを行う上では特に管理能力を意識して取り組んでいます。

さらに、上記一連の流れの中で、効果測定の結果についてステークホルダーにフィードバックし、改善活動に繋がる直接的なエンゲー

ジメントを行っています。

上記プロセスで見えてきたリスクなどを考慮し、今後のアクションプランとして以下の重点取り組みを実施していきます。

● サプライチェーン

● 移民労働者

一次サプライヤーに関しては、Sedexを通じて現在可視化している顕在リスク「重要指摘事項」のゼロ化推進を継続すると共に、潜在リ

スクについてはサプライヤーの管理能力を上げるための働きかけを継続していきます。さらに、主要原料のサプライチェーン上流サプラ

イヤーへのインパクトアセスメントを推進します。

自社工場以外で移民労働者（特に技能実習生）がいる現場を特定し、重要なリスクである「強制労働」の度合いに応じて必要な取り組

みを検討します。

救済へのアクセス
■社外苦情処理について

サントリーグループは、創業以来、お客様満足を第一に考え、お客様との双方向コミュニケーションを大切にしています。また、すべて

の人々をお客様と捉えるという考えのもと、サプライヤーは大事なお客様と捉えており、人権デュー・ディリジェンスを進める上で自社

社員だけでなく、サントリーが直接取引をしているサプライヤー、そしてさらにその先のサプライヤーや関係者の方（コミュニティー）に

対しても人権課題も含めた通報窓口を設定することが重要だと思っています。さらに、サプライヤーガイドラインでも記載している通り、

サプライヤーに対しても報復防止対策を取ったうえでの同様の救済メカニズムの設置を期待しており、それによってサプライチェーン上

流での救済の確保に努めています。

現在は、サプライヤーやその関係者の方（コミュニティー）が利用できる通報窓口として、「お客様センター」の仕組みを設けています。

お客様センターでは、すべてのお客様からのお問い合わせを受け付けています。

サプライヤーからの人権課題やその他問い合わせの場合は下記フォームよりお問い合わせ下さい （日・英対応可能）
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サントリーグループは、コーヒーの主要原料として高品質なコーヒー豆の安定供給お

よびサステナビリティを推進するために、その一部をブラジルミナスジェライス州セ

ラード地区にある同国有数のスペシャルティコーヒー農園である「Bau農園」と契約し

ています。同農園は、レインフォレスト・アライアンス※1やUTZ※2など国際的な認証

を取得しており、徹底した品質管理と労働環境面で大変高い評価を受けています。

Bau農園はサステナビリティを推進するために、さまざまな活動を行っています。労働慣行に関しては安全労働に関する講座、

職場におけるモチベーションと人間関係に関する講座、朝のラジオ体操など、同農園の労働環境に目を配っています。環境保

護活動しては、ゴミ分別、取水の徹底した管理、植林活動など、環境へのインパクトを意識しています。さらに、地域社会へ

の貢献を目的に、2011年からBau農園周辺にある学校で支援プロジェクトを行なっています。

※1 レインフォレスト・アライアンス：1987年地球環境保全のために熱帯雨林を維持することを目的に設立された国際的な非営利団体です。

※2 UTZ：持続可能な農業のための国際的な認証プログラムで適正な農業実践と農園管理、安全で健全な労働条件、環境保護、児童労働撤
廃など、すべての基準を満たして初めて認証されます。

高品質かつ安定供給に向けた契約農園

ラジオ体操 ゴミ分別 学校での活動

サプライチェーンの安全を守るべく、各地域のサプライヤーの新型コロナウイルス感染拡大の影響評価に取り組んでいます。2020年は、

サプライヤー側の対策を把握するため、Sedex上の感染拡大防止対策に関するSAQを活用し影響評価を実施しました。約800の製造

場から回答を得られ、状況を把握することが出来ました。

このSAQの活用やサプライヤーと直接コミュニケーションを取り、状況を把握するほか、マスクの提供や対策導入のサポートなどに取り

組んでいます。

サプライチェーンにおけるコロナ禍の影響評価
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グリーン調達の推進
サントリーグループは、「サントリーグループサステナブル調達基本方針」のもと「サントリーグループグリーン調達基準」（2011年改定）

を定め、ビジネスパートナーとともに環境負荷低減に向けた調達活動を進めています。

現在、お取引先工場の8割が環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001を認証取得するなど、環境対応が向上しています。また包材

部は、毎年取引先評価基準に基づくグリーン調達評価を実施し、お取引先各社の環境への取り組みが進んでいることを確認しています。

サントリーグループでは今後も安全かつ安心な商品をお客様にお届けできるようサプライチェーンにおけるサステナビリティを推進していき

ます。

サントリーグループの国内事業においては、主に以下の地域のサプライヤーから原

料を購買しています。サプライヤーと連携して原料のサステナビリティを推進してい

ます。

また、サプライチェーンでの透明性を高めるべく、最も基本的な購買プラクティスと

して、すべての1次サプライヤーと正式な契約を結び、1次サプライヤーの基本的な

情報を取得しています。また、特定が可能な場合においては1次サプライヤー経由

で2次サプライヤー以降に関する情報の取得にも努め、定期的な現地訪問を実施し

ている場合があります。

サントリーグループでは、サプライチェーンのビジネスパートナーとともに、サステナビリティの推進に取り組んでいます。社内の担当者

への教育をはじめ、原材料サプライヤー・製造委託先・物流協力会社の主要なビジネスパートナーに対して方針説明会やアンケートを

行い、サステナビリティに向けた取り組みの必要性を理解いただくように啓発・支援を推進していきます。また、サプライチェーンの環

境負荷低減を消費財流通業界横断で推進するため「日本TCGF※」に参加しています。

※日本TCGFは、消費財流通業界の企業が主体となり、日本国内での非競争分野における共通課題の解決に向けて、製・配・販の協働取り組みを行う組織です。

ビジネスパートナーとの連携強化

■サプライヤー地域別構成比

サントリー食品イギリス(Suntory Beverage & Food Great Britain and Ireland）は、ヨーロッパで多くの方に愛されている

飲料『Ribena』（ライビーナ）を生産・販売しています。『Ribena』はイギリスで栽培されたカシスを90%使用しており、サントリー

食品イギリスは2004年よりカシス農家に対してサステナブル農業の支援を始めました。 農家に対して直接アドバイスする栽培

現場の専門家（アグロノミスト）の雇用や、各農場とその周辺にある個々の生息地に合わせた生物多様性計画を立て、河川や

湿地の生態系保全活動を進めています。

また、気候変動に強い新種のカシスの研究などを進めており、2020年の7月に、農業研究施設であるジェームズ・ハットン研

究所との、長年にわたる研究の成果が実り、「Ben Lawers」という気候変動に強い新種の収穫をすることができました。

カシス農家に対するサステナブル農業支援

ライビーナのカシスの収穫 ライビーナのカシスの収穫
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

公正・公平な取引

原材料のサプライヤーとは、公正な評価・選定や公平な競争機会を基盤にしています。

サプライヤーとの公正・公平な取引の徹底
サプライヤーとの取引にあたっては「サントリーグループサステナビリティ調達基本方針」に基づいた「購買管理規定」や「取引先選定基準」

に則り、各社に公平な競争機会を提供しています。同時に、各社の商品・サービスの品質や供給力、財務状況、安全確保、環境保全、

社会貢献などへの取り組みを公正に評価し、ビジネスパートナーの選定あるいは取引継続の可否を判断しています。

ビジネスパートナーとは、お互いに信頼できるパートナーとして力を合わせ、お客様に喜んでいただける商品・サービスの提供を目指し

ています。

■下請法に対応した経理システムを運用

サントリーグループでは、「下請代金支払遅延等防止法（以下、下請法）」に対応した経理システムを構築・運用しています。原料・包

材の発注段階で登録した支払条件などの情報をもとに、予定どおり支払手続きがされていない場合に、管理者画面に警告が表示され、

支払遅延などのトラブルを未然に防止するものです。なお、2021年は原料・包材の取引に関し下請法に抵触する法令違反はありません

でした。※

※サントリーグループの「下請法」適用ビジネスパートナー数は、原料部が2021年12月時点で49社（取引金額比率で約12%）、包材部が2021年12月時点で
112社（取引金額比率で約11%）

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

コーポレート
・ガバナンス

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

安全に配慮した物流の推進

物流協力会社との連携

■協力会社各社の安全推進を強化

物流安全5原則

サントリーグループが輸配送業務を委託している物流協力会社と連携して発足した「安全推進委員会」には、2021年末で76社317名

が参加。安全確保・環境配慮・リスクマネジメントなどの取り組みを推進しています。

物流協力会社と連携して、安全で環境に配慮した物流を推進しています。

「安全推進委員会」が制定した「物流安全5原則」を各社従業員に周知徹底するとともに、委員

会事務局※が各社の拠点を巡回して、安全策の実施状況を点検しています。

1.法定速度遵守と防衛運転の実施

2.正しい養生の徹底と3急運転禁止

3.アイドリングストップとタイヤ止めの完全実施

4.ヘルメット・安全靴の完全着用と5Sの徹底

5.合図・指差呼称の励行と安全確認の徹底

※�サントリー MONOZUKURIエキスパート（株）物流部、サントリーロジスティクス（株）安全推進部のマネ
ジャーおよび担当者で構成 安全推進委員会ポスター

■「安全推進大会」で活動を共有

サントリーグループは、配送センターや物流協力会社の倉庫、輸配送事業など全国156拠点の責任者337名が一堂に会する「安全推進

大会」を毎年開催しています。この大会では、勉強会やコンテスト実施などによる安全教育の徹底と優れた事例を紹介して情報を共有

するほか、優秀なドライバーや拠点を表彰するなど、各社の安全に対する取り組みの意欲向上や強化につなげています。

「安全推進大会」 「安全推進大会」での表彰式 「安全推進大会」でのディスカッション

安全管理を推進
物流協力会社の安全管理体制を常に一定水準以上に保ち、継続的に改善していくため、国土交通省が主導している「安全性優良事業所」

の認定取得を推進しています。

サントリーグループの物流協力会社のうち、輸配送事業所全963拠点中、2021年末時点で507拠点が認証を取得済、2022年に197

拠点が取得予定であり、取得率は73%に到達する見通しです。また、2008年からは対象範囲を直接業務委託会社から2次協力会社ま

で拡大し、輸配送の安全管理体制の強化を図っています。
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災害時に備えて体制を整備
災害などの有事に備えて、災害伝言ダイヤル「171」や、携帯電話による「災害伝言板」の有効活用を目的とした訓練を物流会社ととも

に実施しています。また、首都圏および近畿圏直下型地震発生時のアクションプランとして、被災地に通常の出荷拠点以外から「サント

リー天然水」を緊急出荷する体制や、出荷拠点が被災した場合の代替出荷拠点の設定など、物流協力会社と対策を共有しています。
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

アルコール関連問題への取り組み

酒類を製造・販売する企業の責任として、アルコール関連問題に積極的に取り組んでいます。

サントリーグループの目指す「DRINK SMART（ドリンク・スマート）」
アルコールの有害な使用によって引き起こされる問題を「アルコール関連問題」と呼び、その影響は身体やこころ、家族、職場、地域

など多岐に及びます。アルコール関連問題は個人の健康への影響だけでなく、ハラスメントや暴力、飲酒運転などの犯罪までさまざま

な社会的問題も含んでいるのです。有害な飲酒の問題は「アルコールの有害な使用を低減するための世界戦略」が2010年にWHOで

採択されるなど世界的に関心が高まっており、日本でも「アルコール健康障害対策基本計画」が2016年に策定され、国の重点課題と

してアルコール関連問題の予防やアルコール依存症などの健康障害の減少に向けた取り組みが進められています。

「お酒に関する正しい知識を持ち、お酒と上手につき合うことでより健康的で豊かな生活を送ること」。

これが私たちサントリーグループの目指す“ドリンク・スマート”です。

アルコールの有害な使用を減らすことは社会にとって重要な課題であり、サントリーグループでは責任あるマーケティングの実践と適正

飲酒の啓発活動“ドリンク・スマート”を大きな柱として積極的に活動を推進しています。

サントリーグループは、アルコール飲料の特性を認識し、アルコール関連問題の予防に努めるとともに、適正飲酒の考え方を普

及させることによって、人々のより健康で文化的な生活のために貢献します。

1.アルコール飲料の持つ致酔性、依存性が、身体的、精神的、社会的な問題を引き起こすことを認識し、アルコール関連問題の

予防をめざします。

2.体質の違いや身体の状況、飲酒に対する考え方の違いが尊重されるより良い飲酒環境の形成をめざします。

3.節度をわきまえた適度な飲酒(適正飲酒)は、心身の健康に役立ち、人間関係に潤いを与えるとの認識に立って、その正しいつ

きあい方についての知識の普及に努めます。

1.飲酒に関する正しい知識の啓発に努めます。

2.社会活動に積極的に協力します。

・20歳未満飲酒防止

・イッキ飲み防止

・飲酒運転防止など

3.法令、当社ならびに業界自主基準を厳守します。

適正飲酒のために──サントリーの基本理念・行動指針（2002年制定）

基本理念

行動指針
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専門組織が責任をもって対応
サントリーグループは、1976年に「サントリー宣伝コード」を制定し、飲酒に関する宣伝・広告表現の自主規制を業界に先駆けて開始

しました。その後、1991年にアルコール関連の専門組織「ARS※1委員会」と、事務局であるARS室（現・グローバルARS部）を設置。1.責

任あるマーケティングの実践、2.社内外への適正飲酒の啓発などを行っています。2021年には、サントリーグループ国内従業員に向け

て「新DRINK SMART宣言※2」を発出。毎年11月を「ARS活動強化月間」と位置付け、取り組みを強化しています。

※1 Alcohol Responsibility and Sustainabilityの略。酒類を製造・販売する企業の責任として、アルコール関連問題に積極的に取り組んでいます。
※2 2018年に「DRINK SMART宣言」を発出。以降のアルコールを取り巻く環境変化を鑑み、新たに発出したもの。「わたしたち一人ひとりがお酒に関す

る正しい知識を持ち、飲酒マナーを守ります」「わたしたちは世界を代表する酒類企業グループの一員であることを自覚し、自分以外は全員お客様と考
えて適正飲酒を働きかけることを実践します」の2つの柱からなる。

■１.責任あるマーケティングの実践

グローバルARS部は、酒類製品に関するすべてのマーケティング活動に対して、適法性・妥当性の社内事前審査を行い、不適切なマー

ケティング活動を未然に防止しています。

2006年には、製品表示などについても事前審査をシステム化。2007年には酒類の広告・販促活動に関する社内自主基準を改定し、

活動をより強化しました。2007年以降も、業界団体と連携して自主基準の改定を行い、関連部署において定期的に研修を行いながら、

責任あるマーケティング活動を推進しています。

社会情勢に対応して、「飲酒に関する連絡協議会」が制定した酒類業界の自主基準、および社内自主基準を改定しています。

2010年からはCMに妊産婦飲酒の注意表示を実施。また、テレビCMの土・日・祝日の自粛時間を5時00分～ 12時00分ま

でから、5時00分～ 18時00分までに延長し、年間を通して5時00分～ 18時00分まで酒類のテレビ広告を自粛することとし

ました。

さらに、2014年に施行された「アルコール健康障害対策基本法」に基づき、不適切な飲酒の誘引防止のための自主的な取り

組みとして、テレビ広告で使用するタレントの年齢を25歳以上に引き上げることや、テレビ広告の飲酒表現で、喉元を通る「ゴ

クゴク」の効果音を使わないことなどを実施しています。

社会情勢に対応した自主基準の改定（業界・社内）

事例1）ノンアルコール飲料推進の取り組み

サントリーグループでは、適正飲酒の啓発のほか、アルコールの影響を気にせず幅広いお客様に楽しんで頂くため、低アルコールおよ

びノンアルコール飲料の推進も行っています。同時に、ノンアルコール飲料については味わいが酒類に類似していることから、満20歳

以上の成人の飲用を想定した社内基準を設け、これに対応しています。

今後も対象商品を拡大するとともに、「カロリーゼロ」「糖質ゼロ」「プリン体ゼロ」を実現した商品の販売を促進する等、健康志向の消

費者ニーズへの対応を続けていきます。

サントリーグループのノンアルコール飲料

オールフリー
（ノンアルコールビールテイスト飲料）

のんある気分
（ノンアルコールチューハイ）
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■2.適正飲酒啓発活動

従業員に対する適正飲酒啓発

酒類を製造・販売している企業の一員として、従業員の適正飲酒に関する意識を高めることも重要です。飲酒運転を行った従業員は、

公私を問わず諭旨免職以上の処分とすることを就業規則に定めているほか、様々な活動を行っています。

事例3）ホームページでの年齢認証

事例4）営業・マーケティング担当者向け勉強会の実施

2015年より、20歳未満飲酒防止のため、酒類ホームページのブランドサイトの入り口で20歳以上であること

を確認するための年齢認証ゲートを設けています。

年間を通じて、グローバルARS部が主体となり、営業部門や新任マーケティング担当者向けに、業界自主基準、社内自主基準等の理

解を深めるための勉強会を実施。

商品開発から販売促進活動までにどのような視点が必要かを、具体的な事例も用いながら説明しています。

このほか、従業員向けの啓発動画制作や営業担当者向けアルコール関連問題勉強会、モデレーション（適正飲酒）広告の社内掲示な

どを通して従業員に向けて適正飲酒を啓発しています。

国内グループ従業員への

適正飲酒啓発プログラム

酔いのメカニズムや遺伝・体

質による違いなど、酒類を製

造・販売する企業グループの

従業員として必要な知識の習

得を推進する適正飲酒啓発プ

ログラム（e ラーニング）を

実施

グループ従業員への

アルコール体質遺伝子検査

従業員が自分自身のアルコー

ルの代謝に関する体質を知る

ことにより、他者への配慮や

適正飲酒の考え方を理解する

ことを目的に全従業員に向け

て実施

ドリンク・

スマートアンバサダー制度

営業パーソンが直接お得意先

様でドリンク・スマート講座

を実施できるような仕組みづ

くり

グローバル ARS 部による

イントラネットサイト

各種自主基準やマーケティン

グ・営業活動事例集、適正飲

酒セミナー資料などをまと

め、従業員誰もがいつでも参

照できる環境づくり

事例2）商品パッケージへの注意表示

酒類業界の自主基準に則り、全ての酒類製品に、20歳未満飲酒防止と妊産婦飲酒防止の注意表示を行っ

ています。またビールやRTDといったアルコール度数の低い製品には「お酒」マークを表示し、ジュース

との誤飲防止に努めています。
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サントリーの啓発活動は各方面から高い評価をいただいています。「酒は、なによりも、適量です。」というメッセージを伝える「モデ

レーション広告」は、2002年、日本新聞協会主催 第22回新聞広告賞「広告主企画部門優秀賞」を受賞しました。2018年は、ホー

ムページ“「DRINK SMART お酒との正しい付き合い方を考えよう」”で、公益社団法人アドバタイザーズ協会Web広告研究会主催

第6回 Webグランプリ 企業 BtoCサイト賞 優秀賞 を受賞。また、飲みに誘われたときの多様な断り方を、サッカー用語と楽しいイ

ラストでユーモラスに表現した「休肝日のFANTASTICな断り技ポスター」は、第38回新聞広告賞（2018年）において「新聞広告賞」

を受賞しました。

『適正飲酒啓発活動』に数々の受賞

お客様に対する適正飲酒啓発

お酒の特性や適切な飲み方をお客様に正しくご理解いただくための取り組みを行っています。

酒類製品に含まれるアルコール量をお客様に分かりやすくお伝えするため、国内で販売する主要な酒類製品に含まれる純アルコール量

を、サントリーホームページで開示しています。また2022年2月以降順次、缶製品に1缶あたりの純アルコール量（g）を表示しています（対

象製品は、国内製造の缶製品（ビール類、RTD、ワイン））。
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サントリー独自の取り組み

●適正飲酒全般

●適量の推奨

飲み会の多様な断り方を楽し

いイラストで表現する「休肝

日の断り技」ポスター

仲良し女子 3 人組がお酒と楽

しく正しく付き合う姿を描く

オリジナルのデジタル漫画「飲

みたガールの週末」

1986 年に始まった、適正飲

酒啓発広告で節度ある飲み方

を伝えるモデレーションキャ

ンペーン

サントリー適正飲酒啓発ホー

ムページ「お酒との正しい付

き合い方を考えよう」

酔いのメカニズムやアルコー

ル体質の違いについて理解を

深める「ドリンク・スマート

セミナー」を法人向けに実

施。また、適正飲酒啓発動画

「DRINK SMART MOVIE　 －

かんぞう君に、きいてみよう。

―」を制作・公開

DRINK SMART 15 秒 MOVIE

「鏡にうつしても、恥ずかしく

ない飲み方を篇」「みんなが楽

しい時間にしようよ篇」

20 代～ 30 代を中心とした

適正飲酒啓発を目的にした

DRINK SMART ラップ動画を

制作。MC 肝臓が急ピッチ飲

酒、 お酒の無理強い、迷惑飲

酒に警鐘をならす
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●不適切な飲酒防止

20 歳未満向け飲酒防止啓発動

画を制作

若者向け適正飲酒啓発教材を

制作し、大学を中心とした教

育機関に無償配布。教材を使

用した大学への出張授業も実

施

イッキ飲み防止連絡協議会の

趣旨に賛同し「イッキ飲み防

止キャンペーン」でポスター・

チラシなどのデザインやノベ

ルティプランニングに協力

アルコール関連問題低減に向けグローバルに活動
2010年にWHO（世界保健機関）で「Harmful Use of Alcohol（アルコールの有害な使用）の低減に向けた世界戦略」が採択されました。

この「アルコールの有害な使用の低減」は2013年の「NCDs（非感染性疾患・生活習慣病）予防のためのアクションプラン」や2015年に策

定された国連のSDGs（持続可能な開発目標）の健康分野でも目標の1つとして含まれるなど、各国政府や公衆衛生機関の専門家が関係者

と協議しながら取り組むべきグローバルな課題として位置づけられています。酒類業界はその取り組みにおける重要なステークホルダーと位

置づけられています。

サントリーグループは、この課題に対応するため、国際的な適正飲酒推進の取り組みを進める組織「IARD」に参画し、世界の主要酒類メー

カーによる「アルコールの有害な使用の低減のための業界コミットメント」の推進に2013年から取り組んでいます。またIARDでは2018年

からデジタル媒体に関する基本原則をWFA（世界広告主連盟）と共同で策定し、法定飲酒に満たない者に対する酒類に関するメッセージの

到達防止に努めています。

サントリーグループは、グローバルレベルでの責任あるマーケティングの実践や、適正飲酒の啓発活動の展開を行うため、専任部署を設置し、

定期的にグローバルARS委員会等を開催し、中期的なビジョンのもと、グローバルなマーケティング規定の整備や、啓発プログラムの推進

に取り組んでいます。

サントリーグループのグローバルなプログラムとして「DRINK SMART」を展開し、法定飲酒に満たない者の飲酒や飲酒運転の防止、適

正飲酒の啓発、飲酒をしない人への配慮といった基本原則を踏まえ、関係団体と協力しながら各市場固有のニーズ・文化に合わせたプログ

ラムを推進しています。

業界と連携した取り組み

ビール酒造組合や日本洋酒酒造組合などの業界団体の一員として、その活動に積極的に参画しています。

交通広告を中心に「STOP!20

歳未満飲酒」を呼びかける広

告を年 2 回実施

JR 西日本管内の主要駅及び車

内に、お酒を飲みすぎたお客

様によるホームからの転落注

意の啓発ポスターを掲出

女性の社会進出やライフスタ

イルの変化を背景に増加傾向

にある“リスクある女性の飲

酒”を防止するため、正しい

知識を普及

また、妊産婦の飲酒の影響や授乳中のリスクを製品容器やPOP等酒類販促物、TV広告などの動画媒体で注意表示する取り組みも行っ

ています。
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IARD -International Alliance for Responsible Drinking（責任ある飲酒のための国際連盟）は世界の大手酒類メーカー 13社が

参画するワシントンDCに本部を置く非営利団体。

サントリーグループはビームサントリーとして設立当初から参画し、WHOの「アルコールの有害な使用の低減に向けた世界戦略」

（2010年採択）に対する酒類業界としての取組みである「アルコールの有害な使用の低減のための業界コミットメント」の策定にも

深く関わってきました。

「業界コミットメント」は2013年から5年間にわたり、5つの分野での取り組みに推進しています。

①法定飲酒に満たない者の飲酒の低減

②業界自主基準の展開と強化

③責任ある商品開発と消費者への情報開示

④飲酒運転の低減

⑤小売分野との連携強化

コミットメントの進捗報告やその評価は第3者によって行われプログレスレポートとして毎年報告されています。日本やアメリカを含む

サントリーグループの主要市場での取り組みも報告・評価されており、日本での20歳未満飲酒防止の親子向け教材の配布やアメリ

カにおける交通裁判所との飲酒運転再犯者に対する教育プログラムなどの独自の取組みや、各国の酒類業組合との協同取組みも高

い評価を得ています。

2018年からはデジタル媒体に関する基本原則を策定・遵守することにより、法定飲酒に満たない者へのお酒に関するメッセージの

到達防止に努めています。また法定飲酒に満たない者の飲酒や飲酒運転など不適切な飲酒に関するトレンドレポート等も発行して

います。

IARD会員社のCEOによる会議も毎年開催され、酒類業界として中長期的かつグローバルに取り組むべき事項について真剣な討議

が行われています。

IARDについて

IARD CEO会議の様子（2019年） プログレスレポート

デジタル媒体に関する共同宣言（2018年）

と不適切な飲酒に関するトレンドレポート（2019年）
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Beam Suntoryの適正飲酒啓発活動

事例1）飲酒運転防止の取り組み

DWI裁判所への支援

飲酒運転を繰り返す可能性が高い常習違反者に対し、実証に基づいたプログラムで治療を行うために創設されたDWI裁判所の全米国

民センターへの支援を行っています。

事例2）大学生に向けた取り組み

Building Resilience In Campus Community (BRICC) Coalition

ケンタッキー州のルイヴィル大学とケンタッキー大学が行っている、個人、グループ、団体、コミュニティの各階層での高リスク飲酒低

減を目指す活動を支援しています。

Beam Suntoryの「Consumer Positive」（消費者への取り組み）

Beam Suntoryは「DRINK SMART」プログラムを通じて、適正飲酒啓発活動を行っています。さらに、有害な飲酒を減らし、消費者

が正しい選択を行えるようにする取り組みを強化するために、次のような目標を設定しています。

・5億ドルを投資して、責任あるブランドコミュニケーションを大幅に拡大し、「DRINK SMART」プラットフォームを強化し、消費者

の責任ある商品選択の意思決定を促進し、消費行動にプラスの影響を与えます。

・2030年までに責任ある商品選択の意思決定を促進し、有害な飲酒を減らすように設計されたメッセージとツールを使用して、3億

人以上の消費者にリーチすることを目指します。

・2030年までに、ウイスキー、テキーラ、ジン、ウォツカ、RTDなどの主要カテゴリにおけるノンアルコールや低アルコール製品

のポートフォリオを拡充し、選択肢の拡大を図ります。

・2030年までに、すべての製品の栄養およびアルコール含有量の情報を、パッケージまたはオンラインで表示します。
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サントリー食品インターナショナル
サントリー食品インターナショナルでは、人々のより健康的なライフスタイルに貢献するために、以下の健康方針を掲げ取り組みを進め

ています。

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

健康で豊かな生活への取り組み

サントリーグループは、お客様の信頼と期待に応えることを目指す企業として、お客様の心身ともに健やかで喜びに満ちた生活に貢献

します。

飲料、健康食品、酒類などの幅広い事業活動を通じて、商品やサービスを提供するとともに、価値創出のためのイノベーションの推進

によって、お客様のライフステージに応じた、潤いのある豊かな生活をサポートします。

「ウーロン茶特有の重合ポリフェノール」に脂肪の吸収を抑える作用があるという研究結果

をもとに開発された「黒烏龍茶OTPP」や、血圧が高めの方に適した「胡麻麦茶」、脂肪の

吸収を抑える「ペプシスペシャル ゼロ」、そして史上初めてケルセチン配糖体の脂肪分解作

用を明らかにした「伊右衛門 特茶」など、サントリーはさまざまな効能をもった特定保健

用食品（トクホ）を販売しています。また、悪玉（LDL）コレステロールを下げる機能があ

る機能性表示食品「伊右衛門プラス」など、多彩なラインアップでお客様の健康に貢献す

るほか、美味しく飲めることを特に重視し、「健康」と「美味しさ」の両立を研究しています。

■研究に基づく特定保健用食品や機能性表示食品を開発

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

コーポレート
・ガバナンス

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

1.国・地域・年代など、様々なお客様の健康ニーズに合わせて、心を満たし、 

おいしく体に良い商品ポートフォリオの拡充と、お客様の健康に資するサービスの提供を進めていきます。

2.お客様の健康に貢献する研究を行うとともに、日本で長年培ってきた無糖飲料・低糖飲料・健康飲料の開発知見を活かし、 

世界に向けてより自然で健康的な商品開発に取り組んでまいります。

3.各国・地域における公的機関や業界団体の指針に基づいた表示とコミュニケーションを行い、 

お客様による健康的な飲料の選択に、より役立つよう取り組みます。

4.外部専門機関との共同研究など、様々なステークホルダーとのコミュニケーションを通じて、 

健康課題の解決に貢献していきます。

サントリー食品インターナショナル健康方針
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長い間、炭酸飲料を中心とした砂糖を多く含んだ飲料がお客様に求められ、拡大してきた

世界の飲料市場ですが、昨今ではより自然で健康的な飲み物を求めるニーズが加速してい

ます。日本で長年培ってきたお茶、水といった無糖飲料や低糖飲料の開発知見を活かし、

各国で心を満たし、おいしく体に良い商品ポートフォリオの拡充を進めています。

ベトナムでは、脂肪の吸収を抑え、食後の血中中性脂肪の上昇を抑える「ウーロン茶重合

ポリフェノール（OTPP）」を含んだウーロン茶飲料「Tea+ Oolong Tea」、インドネシアで

は「MYTEA Oolong Tea」を発売し多くのお客様から支持されています。ヨーロッパでは、

サントリーのもつお茶に関する知識や技術を活かした商品で、様々なフレーバーを楽しめる

低糖のアイスティー「MayTea」を販売しています。

また飲料以外にアジアでは、タイを中心に各国で愛飲されている、人工的な化学物質、保

存料不使用で良質な鶏を原料とする滋養ドリンクの「Essence of Chicken」をはじめとする、

健康食品のブランド「BRAND'S」を展開しています。

サントリー食品インターナショナルでは、各国で砂糖や人工着色料や香料などを出来るだ

け使用しない商品の開発を進めています。

砂糖削減について、ヨーロッパでは2025年までに商品ポートフォリオ全体での砂糖の使用

量を2015年基準として35%削減する目標を掲げており､2021年末までに23%削減しまし

た。砂糖使用量の削減と同時に、イギリスでのLucozade Zeroなど低カロリーブランドへ

の投資を積極的に行っています。

イギリスでは、2016年から2021年末までに砂糖使用量を57%削減し、当社製品について

は、それぞれカロリーゼロ、または低カロリーの製品を販売しました。

フランスでは、2021年に主力製品であるOasis Tropicalの砂糖使用量を24%削減(2006

年比）。同ブランドのレシピは、砂糖を削減しつつ甘味料を使用せずに、お客様に長年愛

されてきた美味しさをそのまま保っています。

スペインでは、砂糖使用量を2015年比で42%削減しており、さらには、低カロリー

の Schweppes (Lemon, Orange, Pink, Ginger Ale)の販売を開始し、2022年内には

AgrumとTonic Lemonの販売を開始する予定です｡

オセアニアでは､2030年までに､販売する製品の3分の1の飲料を低糖もしくは無糖にして

いく目標を掲げています。目標達成のロードマップとして、2023年までに①サントリーグ

ループの技術を活かして砂糖低減、②新商品の開発、③小容量の展開を戦略として取り

組みを進めています。2020年末までに、エナジードリンクの「V」を中心に低糖化を進め、

販売する製品の5分の1が､既に低糖もしくは無糖になりました。

人工着色料や香料などを出来るだけ使用しない商品の開発も進めており、ヨーロッパで

は2025年までに人工着色料、人工香料を使用しない目標を掲げています。フランスでは

「Oasis」を刷新し､砂糖の含有量を減らすだけでなく、100%自然由来の原料を使用してい

ます。イギリスの「Lucozade Revive」は天然のフルーツフレーバーから作られており、人

工着色料は一切含まれていません。また､インドネシアで展開している「Good Mood」に

は保存料、合成着色料、合成甘味料が含まれておらず、自然由来のフルーツエキスを用い

た低糖飲料として沢山の方から支持を頂いています。

■心を満たし、おいしく体に良い商品ポートフォリオの拡充

■低糖・無糖への取り組み

■人工着色料・香料の使用の抑制
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サントリーグループでは、安全・安心に関わる情報をはじめ、お客様が必要とする情報を適切かつ速やかに提供するよう努めるとともに、

製品表示・宣伝・広告等において、誤認や誤解のおそれのない正確で分かりやすい表現を心がけ、多様な商品やサービスを扱う企業グルー

プとして責任あるマーケティング活動を行うことを企業倫理綱領で定めています。

商品の表示については、グループ各社の開発・生産などの関係部門と連携して、品質保証本部が遵法性・妥当性を確認するしくみを構

築し、正確な表示とわかりやすい表現を推進しています。

日本では、エネルギーをはじめとして糖質や食塩相当量などの栄養成分表示やアレルギーについて、原料を調査し、表示の要否を確認

しています。また、「食品表示法」で表示を義務づけられている7品目だけでなく、表示が推奨されている20品目も商品への表示対象と

しています。

オセアニアではHealth Star Rating System (健康ランクの星表示)※を採用し、お客様の商品選択に分かりやすい情報開示をしています。

※Health Star Rating System… 包 装 食 品 を 全 体 的 な 栄 養 プ ロ フ ァイル で 格 付 け し、 星 の 数1/2 ～ 5に 割 り 当 て る 包 装 正 面 の 表 示 制 度 
(front-of-pack labelling system)

■適切でわかりやすい情報開示

サントリー食品ヨーロッパでは、UNESDA※が提唱する「学校における責任あるマーケティングプログラム」に参加しています。

また、2021年に新しく制定された責任ある食品事業とマーケティング慣行に関するEU行動規範に、創設企業として署名しました。レシ

ピの変更、食品廃棄物の削減、そして持続可能なパッケージの開発に向けてコミットを続けることにより、さらに健康的な製品を市場

に投入し、循環社会への移行を支援するというEUの目標を後押ししていきます。

イギリスでは、独自のマーケティング規範を作成しました。これには、脂肪、砂糖、および塩の含有率が高い製品を16歳未満（アイル

ランドでは18歳未満）の消費者に直接販売しないというコミットメントが含まれます。

フランスでは、12歳未満の子供を対象としたテレビ番組と雑誌での広告を2009年に自粛しました。2013年以降、私たちは自社のコミッ

トメントをさらに強化し、視聴者の35%以上が子供である一般番組での広告も禁止しました。

スペインのマーケティング規範では、12歳未満の子供への広告を行わないこと、および生徒を対象としたイベントにスポンサーとして参

加しないことが明記されています。また、当社のすべての広告キャンペーンでは健康な生活習慣を推進するメッセージを発信しています。

オセアニアでは、炭酸飲料などの砂糖を多く含む商品に関して、子供をターゲットにしないことを定めており、ニュージーランドの小学

校や中学校では水だけを直接販売しています。また、Healthy kids industry pledgeのメンバーとしてニュージーランド政府とのパート

ナーシップを結んでいます。

※UNESDA=Union of EU (European Union) Soft Drinks Associations (欧州飲料協会）

■責任あるマーケティング

日本では、「健康で、前向きに、自分らしく生き続けたい」と願う方々に寄り添い、サポートできる企業でありたいという想いのもと、2018年

秋より「100年ライフ プロジェクト」を始動しました。「外部専門機関との共同研究」、「生活習慣病対策飲料の開発・ポートフォリオ強化」、「生

活習慣改善プログラムの提供」などを進めています。

また、ヨーロッパでは、『Moving on Health and Wellbeing』レポートを発行し、「約100万人に運動を促す」「自分たちの主なブランドから

砂糖の使用量を半分にする」「従業員と協力して、オフィスの健康プログラムを再構築する」「職場での肉体的・精神的な幸福（wellbeing）」

を推進しています。

■より健康なライフスタイルの提案
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お客様とのコミュニケーションを推進
Webサイトや冊子を通じて、お客様にさまざまな情報をお届けしています。

Webサイト「サントリーグローバル
イノベーションセンター」

健康情報を掲載している冊子

Webサイト
「サントリーウエルネスOnline」

Webサイト「健康飲料NAVI」

健康によいといわれてきたゴマの機能の解明に挑戦し、ゴマに含まれる微量成分ゴマリグ

ナンの1つ「セサミン」の健康効能を科学的に解明。1993年に健康食品第1号として商品

化しました。

その後、ビタミンEやトコトリエール、玄米由来の成分「オリザプラス」との組み合わせによっ

てパワーアップした商品「セサミンEX」を発売しています。

サントリーウエルネス(株)では、そのほかにもさまざまな健康食品を販売しています。

■セサミンの機能解明から健康食品発売へ

サントリーウエルネス
サントリーウエルネス(株)は、サントリーグループの健康事業を担う会社としてスタートしました。「健やかで、美しく、心豊かな毎日～

ウエルネスライフ～」の実現に貢献します。
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サントリーグループは、1976年に「サントリー宣伝コード」を制定し、飲酒に関する宣伝・広告表現の自主規制を業界に先駆けて開始

しました。その後、適正飲酒を進める専任部署であるARP※1室を1991年に設置しました。2017年にはARS※2室に、2020年にはグロー

バルARS部へと発展、進化しました。このたび、サントリーグループ国内従業員に向けて「新DRINK SMART宣言※3」を発出。毎年11

月を「ARS活動強化月間」とし、取り組みを強化していきます。

取組テーマ
SDGsにおけ
るターゲット

成果指標 目標値

適正飲酒
3.5
3.6

●国内のお客様に向けて適正飲酒に関するメッセージを届ける
　（2024年末まで）

延べ1億人

●缶製品の容器に純アルコール量を表示（2022年2月以降順次） ビール類、RTD※、ワイン

●ノンアルコール・低アルコール製品の販売を強化 主要カテゴリーにて

●適正飲酒啓発プログラムに参加（2022年末まで）
国内グループ会社
全従業員

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

サントリーグループの ARS 活動と目標

サントリーグループは、「DRINK SMART（ドリンク・スマート）」を掲げ、これまで業界に先駆けて、アルコール関連問題に積極的に取

り組んできました。今後も社外とともに社内への適正飲酒啓発活動を積極的に展開していきます

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

コーポレート
・ガバナンス

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

※ 「Ready to Drink」の略語。そのまますぐ飲める缶チューハイや缶カクテル、ハイボール缶などのアルコール飲料

■社外に向けての活動

1.モデレーション広告強化およびセミナー実施

サントリーグループでは、1986年から業界に先駆けて、「酒は、なによりも適量です」というメッセージを盛り込んだモデレーション広

告を全国紙で展開、適正飲酒の大切さを訴え続けています。新聞に加え、SNSを活用したモデレーション広告を大幅に増やすとともに、

お酒の正しい知識と付き合い方を学ぶ社外向けセミナー「DRINK SMARTセミナー」の強化により、2024年末までに国内延べ1億人の

お客様に向けて適正飲酒に関するメッセージをお届けします。

2.純アルコール量の缶製品への表示

2022年2月以降順次、缶製品に1缶あたりの純アルコール量（g）を表示していきます。対象製品は、国内製造の缶製品（ビール類、

RTD、ワイン）となります。

3.ノンアルコール・低アルコール製品の販売強化

新型コロナウィルスの感染拡大の影響でお客様の飲み方が多様化し、ノンアルコール飲料や低アルコール飲料の市場が拡大しています。

当社は既存製品のさらなる品質向上や新たな商品ラインアップの拡充により、今後も成長が見込まれるこの市場を牽引していきます。

■社内の活動



097

4.国内グループ全従業員、適正飲酒啓発プログラム参加

2022年12月までの完了を目指し、国内グループ会社全従業員を対象に適正飲酒啓発プログラム（eラーニング）を実施します。あわせ

て希望者全員にアルコール体質検査を実施します。自らの体質と自分に合った飲み方を知るだけでなく、様々な体質の方がいることを理

解し、周囲の人々に対する適正飲酒の働きかけを行っていきます。

6.営業担当者向けアルコール関連問題勉強会

特にお客様と接する機会の多い酒類営業担当者を対象に、アルコール関連問題勉強会を実施します。ここでは、酒類に関する正しい知

識に加え、販促活動での留意点など責任ある酒類マーケティングを習得します。

5.経営層のアルコール関連問題勉強会

サントリーホールディングス（株）役員など経営層を対象に、アルコール関連問題や酒類企業に求められる姿勢について定期的に学ぶ

場を設けます。経営層自らがアルコール関連問題への意識を高め、持続的なARS活動を実践する基盤づくりを目指します。

※1 Alcohol Related Problemsの略
※2 Alcohol Responsibility and Sustainabilityの略
※3 2018年に「DRINK SMART宣言」を発出。以降のアルコールを取り巻く環境変化を鑑み、今回新たに発出したもの。「わたしたち一人ひとりがお酒に

関する正しい知識を持ち、飲酒マナーを守ります」「わたしたちは世界を代表する酒類企業グループの一員であることを自覚し、自分以外は全員お客
様と考えて適正飲酒を働きかけることを実践します」の二つの柱からなる。




